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道路建設事業の再評価項目調書

事 業 名 一般国道２号 安芸バイパス 事業主体 中国地方整備局
あ き

所 在 地 広島県東広島市八本松町宗吉～広島県広島市安芸区上瀬野町上瀬野
ひろしま ひがしひろしま はちほんまつちょうむねよし ひろしま ひろしま あ き かみせのちょう か み せ の

事業概要 一般国道２号は、大阪市から北九州に至る延長約６８０ｋｍの主要な幹線道路
であり、西日本の大動脈として沿道地域の産業・社会活動や住民の生活に大きな
役割を果たす重要な路線である。

安芸バイパスは、国道２号の慢性的な交通混雑の緩和、交通安全の確保、周辺
地域との連携強化を図ることを目的とした延長７．７kmの４車線道路である。

平成７年度（平成８年８月都市計画変更：自動車専用道路への変更（有料 ）事業採択年度 ）

総事業費 約５２０億円 既投資額 平成１６年度末まで
（ ）約１１５億円 進捗率：２２％

再 ①事業 ア)事業をめぐる社会情勢等の変化
評 の必要 当該地域に隣接する東広島市では、広島大学の移転及び中央テクノポリスの建
価 性に関 設により急速な発展に伴う自動車交通の増加が、広島市東側流入部等における国
の する点 道２号の慢性的な交通混雑を引き起こしている。
視 Ｓ５９． ３ 広島中央テクノポリス事業着手
点 Ｈ ５．１０ 広島空港開港

Ｈ ７．１１ 広島大学統合移転完了
Ｈ ９． ５ 瀬野みどり坂地区住宅建築開始

イ)費用便益分析(平成１７年度価値換算による） （残事業）事業全体

本事業に要する費用(総費用) 本事業による効果(総便益)

■事業費 ■走行時間
総事業費 ( ) 億円 短縮便益 （ ） 億円④※１ ３８４ ５２０ ４４６ ４４６
現在価値事業費 ( ) 億円① ■走行経費※２ ２４２ ４００

■維持管理費 ( ) 億円② 減少便益 （ ） 億円⑤１７ １７ ３８ ３８
■交通事故

■残存価値 ( ) 億円③ 減少便益 （ ） 億円⑥※３ １ ５ １２ １２
総費用（Ｃ） 総便益（Ｂ）

①＋②－③＝ ( ) 億円 ④＋⑤＋⑥＝（ ） 億円２５８ ４１２ ４９６ ４９６
既に登録されている当事業に必要な費用。※１：
将来または過去の費用を、現在の価値に換算※２：
したもの。

評価対象期間末時点で、当該事業に残ってい※３：
る価値。

評価対象期間 ＝ 整備期間＋４０年

（残事業）事業全体
費用便益分析の結果 前回評価時 Ｂ／Ｃ＝（ － ） －

今回評価 Ｂ／Ｃ＝（１．９）１．２

「 」費用便益分析マニュアル(案)による
（H15.8.1付け国都街第39号、国道分評第15号通達）
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事業主体 中国地方整備局事 業 名 一般国道２号 安芸バイパス
あ き

再 ①事業 ウ)事業の効果
評 の必要 ・円滑なモビリティの確保
価 性に関 ・・・西条駅から広島バスセンター（芸陽バス）等、バス路線の定時制
の する視 が確保されるなど、路線バスの利便性向上が見込まれる。
視 点 ・物流効率化の支援
点 ・・・東広島市から特定重要港湾広島港へのアクセスの向上が見込まれ

る。
・安全で安心できる暮らしの確保

・・・東広島市から第三次救急医療機関である県立広島病院へのアクセ
ス向上が見込まれる。

・地球環境の保全及び生活環境の改善・保全
・・・ＣＯ 排出量の削減及びＮＯｘ，ＳＰＭ排出量の低減が見込まれ2

る。

エ）事業の進捗状況
１．主な経緯

昭和５０年２月 都市計画決定
平成 ６年12月 地域高規格道路「東広島廿日市道路」の路線指定
平成 ７年度 事業着手
平成 ８年８月 都市計画変更
平成１７年４月 （主）志和インター線関連区間供用（暫定）

２．事業の進捗状況
○工事の進捗状況

段階的な整備を進め、平成１７年４月には（主）志和インター線関連区
間（Ｌ＝０．７５ｋｍ）の供用を行ったところである。
なお、平成１６年度末までの工事進捗率は約２１％（暫定）である。

○用地補償の状況
平成１６年度末において、約５３％（面積ベース）の用地買収を完了し
ている。
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事 業 名 一般国道２号 安芸バイパス 事業主体 中国地方整備局
あ き

再 ②事業 ・用地の進捗見込み
評 進捗の 平成１７年度は、用地買収に向けた協議調整を行っていることろで、平成
価 見込み １７年度末の進捗は約５３％（面積ベース）となる見込みである。
の
視 ・工事の進捗見込み

、 、 。点 現在 大山トンネル等 大山地区において工事を促進しているところである
おおやま おおやま

また、残る区間についても用地買収が完了した地区より順次工事に着手する事
としている。

③コス ・インターチェンジのコンパクト化、トンネル内空断面の縮小や新工法の導入に
ト縮減 よりコスト縮減を図っている。
や代替 ・建設副産物の発生抑制や再生材利用等により、今後もコスト縮減に努めること
案の可 としている。

、 。能性 ・また ①②の視点による再評価より代替案を検討する必要はないと考えている

今後の対応 ・事業継続
方針 残る区間についても、平成２０年代の全線供用（暫定）を目指し引き続き事業

を推進する。


